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地地 域域 福福 祉祉  
  

１１  民民生生委委員員・・児児童童委委員員 

社会奉仕の精神をもって、援助を必要とする方々が地域社会の中で自立した日常生活を営むことができるよ

う、助言相談等の支援活動を行っている。 

各地区委員定数 [合計933名]                       (令和5年4月1日現在) 

協 議 会 
委 員 定 数 (名) 

協 議 会
委 員 定 数 (名) 

地域担当 主任児童委員 計 地域担当 主任児童委員 計 

橋 本 
大 沢 
城 山 
津 久 井 
相 模 湖 
藤 野 
小 山 
清 新 
横 山 
中 央 
星 が 丘 

78 
32 
42 
52 
26 
28 
24 
31 
18 
47 
24 

3 
2 
3 
3 
2 
2 
2 
2 
2 
3 
2 

81 
34 
45 
55 
28 
30 
26 
33 
20 
50 
26 

光 が 丘
大 野 北
田 名
上 溝
大 野 中
大 野 南
麻 溝
新 磯
相 模 台
相 武 台
東 林

 38 
 61 
 28 
 32 
 70 
 80 
 17 
 13 
 55 
 27 
 56 

 2 
 3 
 2 
 2 
 3 
 4  
 2 
 2 
 3 
 2 
 3 

40 
64 
30 
34 
73 
84 
19 
15 
58 
29 
59 

合 計 879 54 933 

 

２２  戦戦争争犠犠牲牲者者等等のの援援護護等等    

（（１１））相相模模原原市市慰慰霊霊塔塔  

昭和 18 年に、地元並びに近郷住民協力のうちに、軍により｢相模忠霊塔｣が建立された。その後、終戦を

迎えたが、忠霊塔の護持活動は間断なく続けられ、昭和 24 年 5 月、国から土地、施設の一切が当時の相模

原町に譲渡された。そして昭和27年7月に条例をもって｢相模原町慰霊塔｣として設置した。 

 ・所在地：南区東大沼1丁目17番1号 

  ・面 積：慰霊塔境内敷地 16,297㎡ 慰霊塔参道敷地 8,259㎡(延長383.1ｍ、幅員18ｍ) 

   ・合祀柱数：2,196柱(R5.3.31現在) 

（（２２））戦戦没没者者合合同同慰慰霊霊祭祭  

毎年秋に相模原市が合同慰霊祭を執り行い、市民あげて尊祟の誠をささげ平和への願いを新たにしている。 

令和4年度は、市戦没者遺族会と共催で開催した。 

（（３３））原原爆爆被被災災者者へへのの慰慰問問金金のの支支給給  

被爆者健康手帳の交付を受けている人に、夏期及び年末の慰問金を支給している。令和 4年度は夏期 195

件、年末194件支給（支給額合計2,527,000円）。 

（（４４））中中国国残残留留邦邦人人等等にに対対すするる支支援援  

「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に

関する法律」に基づき、老後の生活の安定、地域での生き生きとした暮らしを実現するための支援を行った。 

  令和4年度の支援状況 

ア 市内在住の中国残留邦人とその配偶者（32 世帯・45 人）に対して、生活支援、住宅支援、医療支援、

介護支援の給付金を支給（支給額合計78,077,411円） 

イ 医療機関受診時等の自立支援通訳者の派遣（派遣回数42回） 

ウ 看護師及び支援・相談員による巡回健康相談を実施（訪問世帯32世帯） 

エ 日本語学習教室等への参加に伴う交通費・教材費を支給（支給額444,316円） 
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３３  災災害害時時要要援援護護者者避避難難支支援援事事業業  

災害対策基本法に基づき、大地震などの災害が起こったとき又は災害が発生するおそれがある場合に、自

力で避難することが難しく、支援を必要とする方々を把握するため「避難行動要支援者名簿」を作成し、関

係行政機関（生活福祉課、危険管理課、各区地域振興課、各まちづくりセンター等）で共有している。「避

難行動要支援者名簿」に記載された情報を、本人の同意を得た上で、協定を締結した地域の支援組織に提供

することにより、支援組織がこの情報をもとに近隣にお住まいの方を避難支援者として選任するなど、地域

ぐるみで災害時要援護者をサポートする「災害時要援護者避難支援事業」を推進している。 

・協定を締結し活動している支援組織数 令和4年度末 35団体 

 

４４  災災害害援援護護    

（（１１））小小災災害害見見舞舞金金  

｢災害救助法｣及び｢相模原市災害弔慰金の支給等に関する条例｣の適用を受けない火災・風水害等に被災し

た市民に対し、見舞金を贈呈するもの。 

見舞金の額 

区        分 見 舞 金 

住家の全焼、全壊、流出 
1人世帯 
2人以上の世帯 

 2万円 
 5万円 

〃 半焼､半壊 
1人世帯 
2人以上の世帯 

 1万円 
 2万円 

〃 床上浸水 
1人世帯 
2人以上の世帯 

 5千円 
 2万円 

災害による人的被害(被災者1人につき) 
死亡 
重傷 

10万円 
 3万円 

見舞金支給状況                               (単位：件) 

年 度 
火  災 風   水   害 

合計 
全焼 半焼 死亡 重傷 全壊・流出 半壊 床上浸水 死亡 重傷 

R2 8 1 0 2 0 0 0 0 0 11 

R3 9 2 0 0 0 0 1 0 0 12 

R4 10 6 2 1 0 0 0 0 0 19 

（（２２））災災害害弔弔慰慰金金・・災災害害援援護護資資金金  

ア 災害弔慰金 

住家が5世帯以上滅失する等の自然災害で市民が死亡した場合、その遺族に対し支給するもの。生計維

持者500万円、その他の者250万円 令和4年度実績なし。  

イ 災害障害見舞金 

自然災害により負傷し、又は疾病にかかり、重度の障害を受けた者に対し支給するもの。生計維持者250

万円、その他の者125万円 令和4年度実績なし。 

ウ 災害援護資金貸付け 

自然災害により被害を受けた世帯に対し、350万円を限度に被害状況に応じて貸し付けるもの。 

令和4年度実績なし。 

（（３３））風風水水害害りり災災者者住住宅宅改改良良資資金金利利子子補補給給  

風水害により損傷を受けた住宅を改良するため、独立行政法人住宅金融支援機構等から融資を受けた者に

利子の一部を補給するもの。令和4年度は実績なし。 

（（４４））大大規規模模災災害害見見舞舞金金  

大規模災害により被災した市町村に対して、見舞金を贈呈するもの。令和4年度は実績なし。 

 

― 122 ―



- 145 - 

 

５５  市市民民税税非非課課税税世世帯帯等等にに対対すするる給給付付金金  

  新型コロナウイルス感染症やエネルギー・食料品等の価格高騰の影響を受けている低所得世帯に給付金を支

給した。 

給付金 支給額 支給世帯数 支給額（円）

市民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金 
10万円/世帯

75,110 7,511,000,000

市民税均等割課税世帯に対する特別給付金 6,658 665,800,000

電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金 
5万円/世帯

68,178 3,408,900,000

市民税均等割課税世帯に対する特別給付金（電力等価格高騰支援） 7,492 374,600,000

  

【【生生活活福福祉祉課課】】  
  

  

生生 活活 保保 護護  
  

１１  福福祉祉事事務務所所 

社会福祉法第 14 条第 1 項の規定に基づき設置及び所掌事務が定められており、地域住民の利便性向上とき

め細かい福祉行政を行うため、次の3つの福祉事務所を設置している。 

 

緑福祉事務所 
〔緑区合同庁舎内他〕 

（緑生活支援課、緑高齢・障害者相談課、
津久井高齢・障害者相談課、緑子育て支
援センター） 

中央福祉事務所 
〔あじさい会館内他〕 

（中央生活支援課、中央高齢・
障害者相談課、中央子育て支援
センター） 
 

南福祉事務所 
〔南保健福祉センター内〕 

（南生活支援課、南高齢・障害
者相談課、南子育て支援センタ
ー） 
 

所管区域 緑区の区域 中央区の区域 南区の区域 

設置年月 平成22年4月 昭和29年11月 昭和52年7月 

所掌事務 
「生活保護法」、「身体障害者福祉法」、「知的障害者福祉法」、「老人福祉法」、「母子及び父子並びに寡婦福 

祉法」並びに「児童福祉法」に定める援護、育成又は更生、その他の社会福祉に関する事務 

  

２２  生生活活保保護護制制度度とと自自立立支支援援のの取取組組  

  生活保護制度は、憲法第25条の理念に基づき国が直接その責任において、生活に困窮するすべての国民に対

し健康で文化的な最低限度の生活を保障するとともに、自力で社会生活に適応した生活を営むことができるよ

う支援することを目的としている。 

  生活保護制度利用者の自立支援については、生活困窮者自立支援法の施行に伴い平成27年3月に「生活保護・

生活困窮者の自立支援に関する取組方針」を策定し、制度利用者が抱える様々な課題の解消に向け、生活困窮

者の自立支援制度との一体的な実施による、個々の状況に合ったきめ細かな支援策を推進している。 

令和4年度も、日常生活や健康管理等への支援のほか、ボランティア活動や就労体験等の提供を通じた社会

生活や日常生活能力の向上などを含めて就労意欲の喚起を図りながら就労支援の一層の充実・強化に取り組む

とともに、子ども(中学生等)・若者への学習支援・学びなおし、社会性や他者との関係を育むための支援等を

全区で実施した。 
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３３  生生活活保保護護のの状状況況（令和4年度 月平均） 

被保護世帯数 

被保護実人員 

保 護 率 

生活扶助人員 

11,056世帯 

14,145人 

1.95％ 

12,515人 

住宅扶助人員 

教育扶助人員 

介護扶助人員 

医療扶助人員 

12,826人 

848人 

2,593人 

12,625人 

  

４４  保保護護費費のの内内訳訳（令和4年度 決算額）                      （単位：千円） 

保 護 費 総 額 23,715,580  介 護 扶 助 

医 療 扶 助 

その他の扶助 

施 設 事 務 費 

725,028   

10,279,197   

171,016   

52,967   

生 活 扶 助 

住 宅 扶 助 

教 育 扶 助 

7,586,588  

4,812,574  

88,210  

  

５５  生生活活困困窮窮者者自自立立支支援援  

  生活困窮者自立支援法の施行に伴い各区に設置した自立支援相談窓口において、生活保護に至る前の自立支援

策の推進を図るため、相談者が抱える個々の状況に応じた支援プランを作成し、支援員が相談者に寄り添いなが

ら住居確保給付金の支給、一時生活支援、就労準備支援・家計改善支援、就労訓練等を実施した。 

 

【【生生活活福福祉祉課課】】  
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国国 民民 健健 康康 保保 険険  
  

１１  国国民民健健康康保保険険のの概概要要  

国民健康保険は、農業従事者、自営業者、無職の人、健康保険の適用事業所以外の事業所の従業員やその家

族等、職域を対象とする健康保険や各種共済組合に加入していない人々を対象とするもので、国民皆保険を実

施する我が国の医療保険制度の基盤的な役割を果たしている。しかしながら、被保険者の年齢構成や医療費水

準が高いことなど構造的な問題を抱えており、その財政運営は厳しい状況にある。 

こうした問題を解決するため、国においては平成27年5月に 成立した「持続可能な医療保険制度を構築す

るための国民健康保険法等の一部を改正する法律」により、国民健康保険への財政支援の拡充による財政基盤

の強化を図るとともに、平成30年度からは都道府県が財政運営の責任主体として国民健康保険運営の中心的な

役割を担うことにより (都道府県単位化)、国民健康保険制度の安定化を図る措置が講じられている。 

各市町村においては、資格管理、保険給付、保険税(料)率の決定、賦課・徴収、保健事業等を引き続き行っ

ている。 

 

２２  決決算算額額のの推推移移とと被被保保険険者者加加入入状状況況  

（（１１））決決算算額額のの推推移移                             (各年度末現在 単位：千円) 

区分 

年度 

決 算 額 
差引残高 

一般会計からの 

法定外の繰入額 

税率等の 

改定の有無歳 入 歳 出 

令和2年度 68,504,031 65,842,524 2,661,507 708,424 無 

令和3年度 68,741,464 68,375,253 366,211 823,245 無 

令和4年度 69,256,737 68,677,812 578,925 1,727,199 有 

（（２２））被被保保険険者者加加入入状状況況  

区分 
年度 

被保険者数(人) 加入率(％) 加入世帯数(世帯) 加入率(％) 

令和2年度 153,235 21.2 101,924 30.7 

令和3年度 150,109 20.7 100,933 30.0 

令和4年度 144,367 19.9 98,565 28.9 

※加入率＝被保険者数÷人口、加入世帯数÷世帯数（被保険者数・加入世帯数は年度平均） 

  

３３  保保険険税税率率及及びび課課税税限限度度額額（（令令和和４４年年度度））  

（（１１））医医療療分分    

所得割額     ① 前年所得額(基礎控除有り)の100分の6.05 

被保険者均等割額 ② 被保険者1人につき  25,500円  

世帯別平等割額  ③ 1世帯につき  17,000円 

合       計 ①＋②＋③ ＝ 保険税年額 

課 税 限 度 額 65万円 

（（２２））支支援援金金分分          

所得割額     ① 前年所得額(基礎控除有り)の100分の2.30 

被保険者均等割額 ② 被保険者1人につき  10,000円 

世帯別平等割額  ③ 1世帯につき  6,000円 

合       計 ①＋②＋③ ＝ 保険税年額 

課 税 限 度 額 20万円 
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（（３３））介介護護分分          

所得割額     ① 前年所得額(基礎控除有り)の100分の2.15 

被保険者均等割額 ② 被保険者1人につき  9,500円 

世帯別平等割額  ③ 1世帯につき  6,000円 

合       計 ①＋②＋③ ＝ 保険税年額 

課 税 限 度 額  17万円 

  

４４  保保険険税税のの調調定定額額及及びび収収納納率率のの推推移移((現現年年度度分分))                （各年度末現在） 

                   区分  

年度  
調定額(円) 

収入済額（円） 

（還付未済金は除く）
収納率(％) 

令和2年度 

医療分 10,112,236,059 9,335,008,533 92.31 

合計 92.11 支援金分 3,705,853,420 3,418,335,147 92.24 

介護分 1,215,731,221 1,093,685,097 89.96 

令和3年度 

医療分 9,869,597,311 9,177,209,780 92.98 

合計 92.80 支援金分 3,618,840,566 3,362,872,592 92.93 

介護分 1,186,786,123 1,077,989,884 90.83 

令和4年度 

医療分 10,033,850,780 9,329,071,809 92.98 

合計 92.77 支援金分 3,741,486,606 3,476,282,614 92.91 

介護分 1,362,768,714 1,238,477,610 90.88 

  

５５  国国民民健健康康保保険険事事業業費費納納付付金金  

平成 30 年度から都道府県が財政運営の責任主体となり、国民健康保険の運営方針を定め、市町村の事務の

効率化・標準化等を推進し、国民健康保険運営の中心的な役割を担うこととされた。都道府県は保険給付に必

要な費用を全額負担し、市町村は国民健康保険事業費納付金を都道府県に納付することとなった。 

                                   （各年度末現在 単位：円）                  

     区分 
年度 

医療分  
後期高齢者 
支援金等分 

介護納付金分 合計 

令和2年度 13,233,646,429 4,735,057,203 1,775,768,392 19,744,472,024 

令和3年度 13,047,974,940 4,853,486,694 1,965,135,194 19,866,596,828 

令和4年度 13,608,426,144 4,675,988,725 1,905,997,317 20,190,412,186 

  

６６  給給付付のの状状況況  

（（１１））療療養養給給付付((療療養養給給付付費費))のの状状況況          （各年度末現在）  （（２２））高高額額療療養養費費支支給給状状況況（各年度末現在）                   

    区分 
年度 

給付額(円) 
1人当たり 
給付額(円) 

     区分
年度 

支給額(円) 

令和2年度 38,082,351,307 248,523  令和2年度 5,631,916,369 

令和3年度 40,188,808,569 267,731  令和3年度 5,883,246,799 

令和4年度 39,731,534,855 275,212  令和4年度 5,832,159,208 

※1人当たり給付額＝給付額÷年度平均被保険者数     ※高額介護合算療養費分含む。 
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（（３３））出出産産育育児児一一時時金金のの支支給給状状況況      （各年度末現在） （（４４））葬葬祭祭費費のの支支給給状状況況              （各年度末現在）  

区分 

年度 
件数(件) 支給額(円) 

 区分

年度 
件数(件) 支給額(円) 

令和2年度 489 212,314,596  令和2年度 956 47,800,000 

令和3年度 433 180,700,865  令和3年度 938 46,900,000 

令和4年度 416 173,135,056  令和4年度 978 48,900,000 

※出産育児一時金支給額＝1件 420,000円      ※葬祭費支給額＝1件 50,000円 

 

７７  保保健健事事業業    

  被保険者の健康の保持・増進を目的に、被保険者に対し次の事業を展開している。 

（（１１））特特定定健健康康診診査査・・特特定定保保健健指指導導事事業業  

アア  特特定定健健康康診診査査  

自覚症状の無い段階から生活習慣病を予防するため、特定健康診査を実施している。 

(各年度末現在 単位：人) 

年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度(速報値) 

対象者数 104,310 100,800 94,605 

受診者数 22,730 26,562 25,506 

※自己負担額＝1,000円 

※令和4年度については、速報値を記載 

イイ  特特定定保保健健指指導導  

特定健康診査の結果から、生活習慣病の発症リスクが高く、生活習慣の改善による生活習慣病の予防効

果が期待できる受診者に対し、特定保健指導を実施している。 

(各年度末現在 単位：人) 

年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度（速報値） 

区分 対象者数 終了者数 対象者数 終了者数 対象者数 
初回面接 
実施者数 

動機付け支援 2,052 380 2,465 389 2,764 554 

積極的支援 588 33 754 42 842 86 

合計 2,640 413 3,219 431 3,606 640 

※自己負担額＝無料 

※令和4年度については、速報値を記載 

（（２２））人人間間ドドッックク・・脳脳ドドッックク助助成成事事業業  

病気の予防・早期発見のため、人間ドック及び脳ドック検診料の一部を助成している。 

人間ドック                    （各年度末現在） 

年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度  

受診者数(人) 3,111 3,342 3,174  

助成額(円) 68,442,000 73,524,000 69,828,000 ※助成金額＝22,000円

脳ドック                     （各年度末現在） 

年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度  

受診者数(人) 884 1,167 1,015  

助成額(円) 8,840,000 11,670,000 10,150,000 ※助成金額＝10,000円

（（３３））健健康康診診査査  

病気の予防・早期発見のため、健康診査を実施している。
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                         （各年度末現在） 

年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度  

受診者数(人) 351 421 409  

助成額(円) 5,599,623 6,574,851 6,352,770 ※自己負担額＝1,000円

（（４４））歯歯科科健健康康診診査査  

虫歯、歯周病等の予防・早期発見のため、歯科健康診査を実施している。 

                        （各年度末現在） 

年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度  

受診者数(人) 23 30 25  

助成額(円) 137,011 178,710 148,925 ※自己負担額＝500円 

  

８８  ジジェェネネリリッックク医医薬薬品品（（後後発発医医薬薬品品））のの利利用用促促進進  

被保険者の自己負担額の低減と医療費の適正化に向け、ジェネリック医薬品の利用により自己負担額が一定額

以上低減が見込まれる被保険者に、ジェネリック医薬品の利用を促す周知はがきを発送している。 

（各年度末現在） 

 

  

  

【【保保険険企企画画課課・・国国保保年年金金課課……11～～33、、55～～88】】  

【【納納税税課課・・国国保保年年金金課課……44】】                

  

  

後後期期高高齢齢者者医医療療制制度度  
  

１１  後後期期高高齢齢者者医医療療制制度度のの概概要要  

後期高齢者医療制度は、平成20年4月から開始された75歳以上の高齢者等を対象とした医療保険制度であり、

高齢化に伴う医療費の増大が見込まれる中で、高齢世代と若年世代を通じた負担が明確で公平な制度として創

設された。 

保険者は都道府県ごとに設置された特別地方公共団体の後期高齢者医療広域連合で、市町村と連携しながら

制度を運営しており、後期高齢者医療広域連合が被保険者証の発行、保険料の決定（賦課）、医療費の支払い

（給付）を行い、市では被保険者証の引渡し、保険料の徴収、申請・届出の受付や各種相談などの窓口業務を

行っている。 

 

２２  決決算算額額のの推推移移とと被被保保険険者者加加入入状状況況  

（（１１））決決算算額額のの推推移移           (各年度末現在 単位：千円) 

区分  

年度 

決 算 額 
差引残高 

歳 入 歳 出 

令和2年度 9,557,684 9,324,428 233,256 

令和3年度 9,759,974 9,512,842 247,132 

令和4年度 10,324,864 10,054,479 270,385 

  

年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度  

発送件数(件) 13,000 13,021 12,583  
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（（２２））被被保保険険者者加加入入状状況況  

   区分 
年度 

被保険者数(人) 加入率(％) 

令和2年度 90,710 12.5 

令和3年度 92,812 12.8 

令和4年度 97,144 13.4 

※加入率＝被保険者数÷人口（被保険者数は年度平均） 

 

３３  保保険険料料率率及及びび限限度度額額（（令令和和４４年年度度））  

令和4年度・令和5年度の保険料率 

均等割額 43,100円 

所得割率 8.78％ 

限度額（年額） 66万円 

※保険料率は、後期高齢者医療広域連合が2年単位で算定するもので、次回の改定は令和6年度に行われる。  

 

４４  保保険険料料のの調調定定額額及及びび収収納納率率のの推推移移（（現現年年度度分分）） 

（各年度末現在） 

         区分 

年度  
調定額(円) 

収入済額(円) 

（還付未済金は除く）
収納率(％)

令和2年度 7,911,064,450 7,865,299,324 99.42 

令和3年度 8,069,583,080 8,026,155,700 99.46 

令和4年度 8,565,573,150 8,538,382,870 99.39 

  

５５  後後期期高高齢齢者者医医療療広広域域連連合合負負担担金金 

  市が収納した保険料は、保険料納付金として後期高齢者医療広域連合に納付され、医療給付等の原資となる。

また、低所得者等の保険料の均等割軽減分についても、県と市で負担する基盤安定拠出金（県の負担割合が3/4、

市の負担割合が1/4）として後期高齢者医療広域連合に納付される。 

             （各年度末現在 単位：円） 

         区分 

年度  
保険料納付金 基盤安定拠出金

令和2年度 7,902,740,636 1,207,952,170 

令和3年度 8,069,903,279 1,248,032,455 

令和4年度 8,544,946,173 1,297,265,037 

  

６６  医医療療給給付付のの状状況況  

  医療給付の費用については、市が負担する定率市町村負担金（負担率：約1/12）によって賄われている。 

           （各年度末現在 単位：円） 

年度 定率市町村負担金 

令和2年度 5,410,387,455 

令和3年度 5,277,975,166 

令和4年度 5,761,427,680 

  

７７  後後期期高高齢齢者者健健康康診診査査  

    病気の予防・早期発見のため、協力医療機関において健康診査を実施している。 
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(単位：人) 

  年度 

区分 
令和2年度 令和3年度 令和4年度 

被保険者数 89,785 91,618 94,914 

受診者数 20,191 22,404 23,679 

※自己負担額＝無料 

※被保険者数は各年度4月1日現在、受診者数は各年度末現在 

  

    【【保保険険企企画画課課】】【【国国保保年年金金課課】】  

  

  

国国 民民 年年 金金  
  

１１  国国民民年年金金のの概概要要  

国民年金制度の目的は、老齢、障害又は死亡によって国民生活の安定が損なわれることを国民の共同連帯に

よって防止し、健全な国民生活の維持・向上に寄与することと国民年金法（昭和34年法律第141号）に定めら

れている。 

これまで、昭和61年に全国民共通の年金制度「基礎年金制度」が導入された後、平成3年に学生(20歳以上)

の強制加入、平成18年に多段階(4段階)免除制度の導入、平成29年に老齢年金に係る受給資格期間の25年以

上から10年以上への短縮、平成30年にマイナンバー(個人番号)による各種届出の開始、平成31年に第1号被

保険者の産前産後免除制度及び年金生活者支援給付金制度の開始等、社会情勢に合わせて法改正が行われ現在

に至っている。 

現在市町村においては、法定受託事務として、第1号被保険者の届書の受理、第1号被保険者加入期間のみ

有する者の基礎年金裁定請求書の受理のほか、協力連携事務として国民年金に係る口座振替の促進や広報等を

実施している。 

（（１１））被被保保険険者者  

ア 必ず加入する者 

・第1号被保険者  日本国内に住所がある20歳以上60歳未満で第2号被保険者又は第3号被保険者 

          のいずれにも該当しない者 

・第2号被保険者  厚生年金保険及び各種共済組合に加入している者（原則65歳未満） 

・第3号被保険者  第2号被保険者に扶養されている20歳以上60歳未満の配偶者（居住要件あり）。 

ただし、年収130万円未満かつ配偶者の年収1/2未満及び厚生年金保険加入要件 

に当てはまらない者 

イ 希望で加入する者 

（主なもの） 

・日本国内に住所のある60歳以上で年金の加入期間が不足している者や受給額の増加希望がある者 

・日本国籍を有する者で65歳以下又は70歳以下の海外に滞在している間も引き続き年金加入を希望す 

る者 
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（（２２））保保険険料料                                                                                      (単位：円)      

年度 定額保険料（１か月） 付加保険料（１か月） 

令和3年度 16,610 400 

令和4年度 16,590 400 

令和5年度 16,520 400 

（（３３））加加入入者者状状況況                                               (各年度末現在 単位：人) 

年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 

第1号被保険者数 

強制 88,914 88,739 86,399 

任意 1,079 1,113 1,139 

計 89,993 89,852 87,538 

（（４４））拠拠出出年年金金((旧旧法法))受受給給権権者者状状況況             (各年度末現在 単位：人) 

年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 

老齢年金 2,031 1,662 1,343 

障害年金 98 92 83 

母子年金 1 1 1 

遺児年金 0 0 0 

寡婦年金 0 0 0 

合 計 2,130 1,755 1,427 

（（５５））基基礎礎年年金金((新新法法))受受給給権権者者状状況況               (各年度末現在 単位：人)  

年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 

老齢基礎 175,197 177,147 178,086 

障害基礎 11,001 11,388 11,874 

遺族基礎 1,063 1,092 1,076 

寡婦年金 45 43 41 

合 計 187,306 189,670 191,077 

２２  老老齢齢福福祉祉年年金金  

（（１１））受受給給対対象象者者  

国民年金制度が発足したときに、一定の年齢以上で保険料を納める期間が短いため拠出制の年金が受けら

れない明治44年4月1日以前及び明治44年4月2日から大正5年4月1日生まれで国民年金納付済期間が1年未満

かつ納付済期間と免除期間を合わせた期間が生年月日により4年1カ月以上から7年1カ月以上ある者(全額国

庫負担で支給されるため、所得等により支給制限がある。） 

（（２２））受受給給権権者者数数                   (各年度末現在 単位：人) 

年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 

受給権者数(人) 3 3 3 

    

【【保保険険企企画画課課】】【【国国保保年年金金課課】】  
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